
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年度決算 
 

９月議会では決算が認定されました。平成２３年度一般会計の決算額は、歳入204億2,054

万円、歳出196億4,711万円となりました。その結果、歳入歳出差引額は7億7,342万円とな

り、このうち9,421万円を繰越明許費として翌年度に繰り越し、6億7,920万円が剰余金とな

りました。 

平成２２年度と比較すると、歳入は6億2,258万円、率として3.0%の減、歳出は5億4,447

万円、率として2.7％の減となりました。 

 

  平成２３年度 平成２２年度 増減 前年比 

歳 入 決 算 額 20,420,540,458 円  21,043,124,413 円   -622,583,955 円   -3.0% 

歳 出 決 算 額 19,647,119,327 円   20,191,589,987 円   -544,470,660 円   -2.7% 

歳 入 歳 出 差 引 額 773,421,131円   851,534,426円   -78,113,295 円   -9.2% 

翌年度へ繰越すべき財源 94,212,000 円   162,246,000円   -68,034,000 円   -41.9% 

実 質 収 支 額 679,209,131円   689,288,426円   -10,079,295 円   -1.5% 

単 年 度 収 支 額 -10,079,295円   -138,755,726円   － － 

 

平成２３年度の主な施策としては次の通りです。教育環境の整備として、小中学校の校舎、屋

内運動場の耐震補強および大規模改修が行われ、その結果として耐震化率は67.3％に向上しま

した。子育て支援の充実として、東保育所の建設、子育て支援センターの整備が行われました。

都市基盤の整備として、関東グリコ北本ファクトリーの進出に伴い周辺道路の整備や自転車通行

エリアなどの交通安全対策が実施されました。安心、安全なまちづくりとして、県内で初めてセ

ーフコミュニティの取り組みが行われました。行政改革の結果として、市民税の10％減税が行

われました。 
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財政健全化判断比率 

平成２３年度の財政健全化判断比率は次の通りです。 

 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― 

(13.07％) 

― 

(18.07％) 

7.6％ 

(25.0％) 

16.9％ 

(350.0％) 
( )内は早期健全化基準です。各比率がこの基準を上回った場合には、財政健全化計画を策定し、財政の
健全化に努めなければなりません。 

 

実質赤字比率と連結実質赤字比率は、平成２３年度は黒字のため「―」表示となります。実質

公債費比率と将来負担比率については、いずれも早期健全化基準を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去からの推移を見てみると、将来負担比率および実質公債費比率も低下傾向にあり、健全な

財政運営が行われているものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
12月定例会 
平成２４年第４回北本市議会定例会（１２月定例会）は１１月２８日（水）から始まります。

一般質問は１２月７日（金）、１０日（月）、１１日（火）、１２日（水）に予定されています。 

 
討議資料 

財政健全化判断比率とは 

2006年に北海道夕張市が財政破綻したのをきっかけに、翌 07年に「地方公共団体の財政の健全化に関する法

律」が公布されました。各自治体は「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」

の４指標と「資金不足比率」を公表することが義務づけられています。各比率が基準を上回った場合には、財

政健全化計画を策定し、財政の健全化に努めなければなりません。 

実質赤字比率・・・・・一般会計が黒字か赤字か 

連結実質赤字比率・・・市全体としての収支が黒字か赤字か 

実質公債費比率・・・・財政規模に対してどれだけ借金があるか 

将来負担比率・・・・・財政規模に対してどれだけ将来の支払いがあるか 


